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緊急雇用創出基金市町村補助事業費

戦略項目

担当名:担当名:中高年者就業支援・ＨＷ特区担当

埼玉県緊急雇用創出基金条例 04　　　雇用の安心

020201　就業支援と雇用の拡大
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現計額 582,062582,062
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緊急雇用創出基金市町村補助事業費

１　事業の概要

　各市町村が実施する失業者の人材育成・就業支援を行

う事業や在職者の処遇改善を図る事業に対して、国から

の交付金を財源とする補助金を交付する。

(１)市町村事業費補助金　  △122,285千円

　　実施事業が当初の見込みを下回ることによる減

２　事業主体及び負担区分

　(県10/10)

３　地方財政措置の状況

なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

9,500千円×2.0人=19,000千円

なし

５　事業説明
（１）事業内容
　　ア　緊急雇用創出基金市町村事業費補助金(4月～3月)
　　　　市町村が実施する緊急雇用創出基金事業に対し、国からの交付金を財源とする補助金を交付。
　　イ　緊急雇用創出基金市町村補助事業事務費(4月～3月)
　　　　市町村が実施する緊急雇用創出基金事業に係る就業支援課及び各地域振興センターの事務の実施。

（２）事業計画
    緊急雇用創出基金事業を実施し、新規雇用された失業者数の増加を図り人材育成・就業支援を行うとともに、
　在職者の処遇改善を図る。

（３）事業効果
　　新規雇用創出数　平成21年度2,389人　平成22年度4,269人　平成23年度4,531人　平成24年度2,479人
　　　　　　　　　　平成25年度  892人　平成26年度  578人　平成26年度までの合計15,138人

（４）県民・民間活力、職員のマンパワー、他団体との連携状況

　　イ　緊急雇用創出基金事業の審査・採択事務
　　ア　緊急雇用創出基金事業に係る相談対応、照会回答

　　ウ　国への実績計画・実績報告の提出

（５）補正予算の概要
　　ア　緊急雇用創出基金市町村事業補助金：実施事業が当初の見込みを下回ることによる減額

(単位：千円)

分野施策


